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＜学校づくりの指針＞ 

神戸が目指す これからの学校の姿 

「人がつながり ともに創る みんなの学校」 
 

 

子供たちの生きる力を育むのは、人と人とのつながり。 

学校、保護者、地域の皆さんのつながりの輪の中で、 

地域とともに創る学校を実現し、未来の担い手となる神戸っ子を育みます。 

 

 

神戸市では、保護者、地域の皆さんとのつながりの輪の中で、子供たちの生きる力を育む学校、

「人がつながり ともに創る みんなの学校」を、「これからの学校の姿」として掲げています。 

コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）は、地域に開かれた学校づくりを進め、さら

に、「地域とともに創る学校」を実現し、学校教育を持続可能なものにするための仕組みです。 

育てたい子供像や学校のビジョンを学校、保護者、地域住民等（以下、「地域」という。）との間

で共有し、その実現に向けて、それぞれが多様な経験やスキルを持ち寄り、地域全体で子供たちの

学びや成長を支え、つながりの輪の中で子供たちの生きる力を育むことが重要です。 

未来の担い手を育み、地域の、神戸の豊かな未来を切り開くために、コミュニティ・スクールづ

くりをしっかりと進めていきましょう。 
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・ 

（１）コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の目的 

・コミュニティ・スクールとは、地方教育行政の組織及び運営に関する法律（以下、「地教行法」

という。）第 47 条の５に規定する、保護者や地域が一定の権限を持って学校運営に参画する仕組

みである、「学校運営協議会」を設置した学校です。 

・急速な社会情勢の変化に伴い、学校を取り巻く状況は複雑化・多様化しています。こうした中、

子供たちの「生きる力」を育むには、教職員だけではなく、保護者、地域、それぞれが多様な経

験やスキルを持ち寄り、地域全体のつながりの輪の中で子供たちの学びや成長を支える、「地域

とともに創る学校」の実現に向けた取組を進める必要があります。 

・コミュニティ・スクールは、「地域とともに創る学校」の実現に向け、社会に開かれた教育を実

践し、未来の担い手である子供たちを育む仕組みです。制度の趣旨を踏まえて、これからの学校

運営を行っていく必要があります。 

 

（２）ガイドラインの位置づけ 

・令和３年 12 月より、学識経験者、保護者・地域の皆さんの参画による「開かれた学校づくりに

関する有識者会議」を開催し、同会議の議論を踏まえ、学校づくりの指針として「神戸が目指す 

これからの学校の姿」（以下、「これからの学校の姿」という。）を策定しました。 

・「これからの学校の姿」を実現するうえで、コミュニティ・スクールは中心となる取組となるこ

とから、本ガイドラインを策定しています。 

・また、学校運営協議会の委員の意見申し出や、保護者や地域との連携・協力活動に対する予算の

支出等、事務的な事項については、「コミュニティ・スクール事務の手引き」に記載しています。  

   

（３）将来的に目指す姿 

・目指す学校の姿は、学校、保護者、地域が同じビジョンのもと、その実現に向けて、それぞれが

多様な経験やスキルを活かし、地域全体で子供たちの学びや成長を支える学校、「地域とともに

創る学校」です。 

・様々な学校情報の積極的な発信・共有を通じて保護者、地域との信頼関係を構築しながら地域に

開かれた学校づくりを進めましょう。 

  

１．コミュニティ・スクールとは 
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<参考>幼稚園、高等学校、特別支援学校の特性を踏まえた在り方 

   （コミュニティ・スクールのつくり方（令和２年 10 月 文部科学省総合教育政策局地域学習推進課）引用）  

 

 子供たちの生きる力は地域や社会の多様な人々と関わる中で育まれるものであることは、どの段階に

おいても変わるものではありません。地域や社会を支える子供たちを育成していくためにも、学校種の

特性を生かしつつ、幼児、児童生徒の発達段階等に応じて、地域や社会との協働体制を構築していく必

要があります。 

 

幼稚園 
〇幼児期に家庭や地域の人々など様々な人に愛情を持って関わってもらうことが重要です。 

〇学校運営協議会を地域において幼児期から子供の育ちを一体的に考える場としていくことが重要で

す。卒園児の保護者や区域の小学校や教育・保育施設との円滑な連携の推進等が期待されます。 

 

特別支援学校 
〇学校運営協議会を通じて、地域住民や保護者等に加え、医療、保健、福祉等の代表の協力を得ること

で、子供たちが自立し社会参加できる環境の充実を図ることが期待されます。 

〇センター的機能の役割を果たす特別支援学校が有する資源の有効な活用を図ることを通じて、地域の

活性化に貢献していくことも期待されます。 

 

高等学校 
〇高等学校において広く地域や社会の参画・協力を促進することは、学校運営の改善につながり、キャ

リア教育の推進や学校の魅力化、特色づくりに資するものです。 

〇これまで培われた地域や社会との関係を生かして、学校運営協議会を通じ、地域住民や近隣の大学の

教育、地元商店街、企業、ＮＰＯ等の団体、地方公共団体等の協力を得ることが期待されます。 

〇地域の差し迫った課題を、高校生自らが地域と協働して解決していく地域課題解決型学習を実施する

など、高等学校と地域の双方的な魅力を発信することも期待されます。 

〇自治体、地元産業界等との連携を強化することで、地域人材の育成・還流を図る仕組みを構築するこ

とが期待されます。 

（保護者以外の委員構成例） 

幼稚園 特別支援学校 高等学校 

・青少年育成協議会会長 

・コミュニティセンター長 

・地区主任児童委員 

・小中学校関係者 

・ボランティア団体代表 など 

・社会福祉協議会 

・教育コーディネーター 

・大学教授 

・民生児童員代表 

・関係機関代表   など 

・科学技術顧問 

・学識経験者（大学教授） 

・青年会議所代表 

・企業オーナー 

・同窓会代表   など 
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・コミュニティ・スクールを推進するうえでは、学校、保護者、地域が同じ目標のもと、誰もが学

校運営の当事者となり、そのゴールに向かってお互いが補い合いながら活動を実施することが必

要となります。そのためには、下記に示すような好循環を作り出していくことが重要です。 

 

 

 

Step１ 情報の共有  
 

・学校、保護者、地域が一体となって連携・協力活動を進めるためには、相互理解を深めていか

なければなりません。まずは、学校の現状・課題や、神戸市全体の取組（校則の見直し、GIGA

スクール、教科担任制の導入等）を積極的にお知らせし、保護者や地域の学校教育に対する関

心や意識を高め、目線を合わせて協議していく必要があります。 

・また、いじめや不登校の状況をはじめ、学校で課題となっている事柄についても、保護者や地

域に対し率直に情報共有し、学校としてどのように取り組んでいるのか、ご理解いただくこと

が信頼関係の構築につながります。 

・次ページは、小学校が学校運営協議会で実際に情報共有した事例です。学校の現状を正しく認

識いただくことが、連携・協力活動の実施に向けた最初の一歩です。 

 

 

 

 

 

２．コミュニティ・スクール推進の流れ 
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※学校運営協議会委員は特別職非常勤の地方公務員であり、守秘義務があります。情報共有

にあたっては、あらかじめ委員に説明をしてください。 

※なお、共有できる情報は、協議会での議論に必要な情報となります。特に、氏名など個人

が特定できる情報については、必要最低限な情報となるよう十分に検討してください。 

 

 

 

 
 

Step２ 育てたい子供の姿、学校ビジョンの共有・承認  
 

・学校づくりの指針に掲げているとおり、「育てたい子供の姿」について、学校運営協議会で議

論し共有することにより、保護者や地域の方に当事者意識をもって学校運営に参画いただくこ

とが可能になります。 

・そのため、学校運営の基本方針（学校ビジョン）は、子供たちの今の姿や自校の現状・課題、

地域特性等を起点とする「学校づくりの目標」「育てたい子供像」に加え、保護者・地域の願

いも踏まえたものとする必要があります。 

・また、承認した学校ビジョンに基づき、委員それぞれの役割に応じた方策を議論してくださ

い。併せて学校評価の評価項目を設定し、共有をお願いします。 

＜情報共有の事例＞ 
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【学校ビジョンの策定ステップ（※）】 

① 子供の実態の確認と共有 

・学校の客観的なデータ（学力・学習状況調査、体力・運動能力等調査、学校評価、いじめ件

数、不登校者数、健康状況等）をもとに、自校の子供たちの実態（良さや課題）を整理す

る。 

② 子供の実態の背景にある要因の検討 

・子供たちの実態の整理の後、その背景にある要因を検討する。 

③ 育てたい子供の姿の設定 

・子供の実態の背景にある要因を踏まえて、教育活動を通して、どのような子供に育てたいの

かを明らかにし、育てたい子供像を設定する。 

④ それを実現するための教育活動の設定 

・育てたい子供像を実現するために必要となる教育活動を設定する。 

 

 

 

 

 

・下記様式を参考に、各校において、シンプルで伝わりやすい学校ビジョンを作成し、保護者や

地域と共有してください。 

 
 

 

「学校運営の基本方針（学校ビジョン）」は学校運営協議会の承認を得る必要があります。 
Step1 でも記載しているとおり、「学校の現状や課題」を共有した上で、「学校ビジョン案」を示し、
議論を進めてください。 
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Step３ 学校ビジョンを踏まえた連携・協力活動の実施  

 

・コミュニティ・スクールにおいては、まずは①情報を共有し学校・保護者・地域の信頼関係を

構築すること、②育てたい子供の姿・学校ビジョンを共有し、「何のために連携・協力をする

のか」「どんな未来を目指しているのか」、目線を同じくすることが重要です。 

・そのうえで、共有した目標（育てたい子供の姿、学校ビジョン）の実現に向けて、誰がいつま

でに何をやるのか、学校運営協議会で協議をしてください。 

・必ずしも新しい取組を一から始める必要はありません。例えば神戸っ子応援団のノウハウを活

かして登下校の見守り活動を行う等、これまで地域が取り組んできた活動をベースに議論し、

協力していただいてきた方々と力を合わせ、さらに効果的な取組ができないか、検討してみま

しょう。 

・また、教職員の多忙化や、共働き世帯の増加、地域コミュニティの担い手不足などが課題とな

るなか、取組ばかりを増やしてしまうと持続可能なものとはなりません。「やめる・減らす・

変える」の視点をもって、時には既存の活動を整理・縮小していくことも必要です。 

・育てたい子供の姿や学校ビジョンの実現に向けた活動に重点化を図り、学校・保護者・地域の

適切な役割分担のもと、できることから、小さく実践していきましょう。 

・各校で、子供たちの学びと成長を支える取組が実施されています。実践事例としてまとめてい

ますので、各校の取組を検討するうえで参考としてください。 

 

  ＜神戸っ子応援団について＞ 

学校と保護者・地域との連携・協力活動の仕組みとして展開されてきた「神戸っ子応援団」は、

令和３年度から所管を市長部局から教育委員会に移し、活動費については、学校運営費に新たに

配分したコミュニティ・スクール推進費の中で支出できるように変更を行っています。 

長年にわたる活動により、人のつながりや活動ノウハウを蓄積してきた「神戸っ子応援団」は、

コミュニティ・スクールを推進するうえで、重要な存在です。 

子どもたちの学びや成長を支える活動の具体的な担い手として、引き続きご協力いただけるよ

う、関係づくりに努めてください。 
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Step４ 効果的な情報発信 
 

・活動の中には、保護者や地域の一部の方だけが参画し、保護者や地域に活動があまり知られて

いない場合もあります。 

・学校だよりやホームページ等の他、すぐーるも積極的に活用し、学校運営協議会の協議内容や

取組を保護者や地域に発信しましょう。 

・同時に、教職員に対しても職員会議などを通じて学校運営協議会の活動状況を共有してくださ

い。 

・効果的な情報発信により、多くの保護者や地域住民、地域団体等、多様な主体の参画を促進

し、協働活動の輪を広げる好循環を生み出しましょう。 

 

 

  

※出典「管理職のための学校経営 R-PDCA」（佐古秀一：明治図書） 
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（１）主な役割と学校評議員との違い 

・学校運営協議会は、保護者や地域のご意見を学校運営に反映させるために、主に下記の役割を

担います。 

 

・学校運営に関する基本的な方針等を承認すること 

・学校運営等に関する意見の申し出を行うこと 

・学校運営等に関する評価を行うこと 

・地域学校協働活動の促進を図ること 

          ※神戸市立学校における学校運営協議会の設置等に関する規則 第 4 条に記載 

 

・従来の学校評議員は、校長の求めに応じて、学校運営に関する保護者や地域の意見を聞くこと

を目的としており、「委員から個別に意見（評価）をいただく」、「学校運営の一部についての

み協議する」など、その役割は限定的なものでした。 

・一方、学校運営協議会は育てたい子供の姿や学校ビジョンを学校と共有するとともに、教育委

員会や校長に意見を述べることができる一定の権限を有する合議制の機関です。熟議をつくし

た意見を学校運営に活かし、目標をしっかりと共有して、学校、保護者、地域が連携・協力活

動に取り組むことで、「地域とともに創る学校」の実現を図ることができます。 

 

（２）委員の人選 

・学校運営協議会の委員については、学校と目標を共有しながら、学校や子供たちの課題解決や

教育活動の充実に向けて、建設的な議論ができる方々、学校とともに協力しながら行動してい

ただける方々に就任いただく必要があります。 

・人選にあたっては、保護者や地域団体の関係者、当該校の卒業生、学識経験者のほか、NPO や

企業、大学生等、幅広い活動主体や世代に参画いただき、多様な意見を得られるようにしまし

ょう。 

・学校評議員から継続して就任していただく場合は、これまでの学校評議員会の単なる看板の掛

け替えとならないよう、コミュニティ・スクールの意義や役割、学校評議員との違いを共有す

ることが重要です。 

 

（３）会議運営に際しての留意事項 

・学校運営協議会で本来協議すべき学校運営に関する課題が明示されず、学校からの定型的な報

告が中心で、ただ、決められた時期・回数の学校運営協議会を開催すること自体が目的となっ

てしまうと、学校運営協議会の本来の意義が達成されず、むしろ保護者、地域の会議参加の負

担感だけが大きなものとなり形骸化してしまいます。 

３．学校運営協議会を開催する前に 
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・学校運営協議会設置の趣旨を踏まえ、保護者や地域住民と同じビジョンのもと、連携・協力活

動を活性化し、「地域とともに創る学校」の実現に向けた取組を進めていく必要があります。 

・そのため、議事進行については事前に学校、司会を行う委員や議論の中心となる委員で調整・

準備を行ってください。 

・学校運営協議会は、教職員が地域の声を聞く絶好の機会となります。子供たちの状況を説明す

るといった役割を担ってもらうなど教職員が参加できるよう工夫してください。教職員が学校

運営協議会に参加することで、委員にとっても教職員の声を聞くことができるようになりま

す。 

・また、学校運営には当事者である保護者の意見を聞くことが重要です。PTA や保護者会などで

挙がった保護者の声（＝学校課題）についても学校運営協議会で議論しましょう。 

・さらに、学校運営協議会の委員が児童生徒の意見を聞くことにより、学校の実態をより適切に

把握できるということも考えられます。児童生徒の意見を学校運営に反映させることは、児童

生徒の主体性・社会性を育むことにも繋がります。学校運営協議会の議論の内容によっては、

児童生徒の意見を取り入れ、学校運営協議会の議論が効果的なものとなるよう取り組んでくだ

さい。 
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（４）学校運営協議会の開催の流れ 

  

Step１ 会議開催時期の検討 

   

学校運営協議会の役割には、学校評価と合わせて、その評価の前提となる「学校運営の基本

方針（学校ビジョン）の承認」がありますので、それも踏まえて開催時期を検討します。 

 

(年間活動の例) 

４～５月  ・学校の現状を具体的な数値をもって説明する 

        （学力調査の結果、いじめ件数、不登校の人数など） 

        ・学校運営の基本方針（学校ビジョン）の共有・承認 

        ・学校評価の評価項目の設定 

・今年度の取組について協議 

６～１月  ・新たに生じた学校課題等に関する協議 

・学校運営の基本方針（学校ビジョン）を踏まえた取組の実施と活動報告 

・２学期以降の取組について協議 

２～３月  ・学校評価に関する協議・意見聴取 

・次年度の学校運営の基本方針（学校ビジョン）の協議 

 

Step２ 会議前 
 

① 開催日の幅広い周知 

学校運営協議会の開催については、事前に学校だよりの行事予定欄、ホームページ、すぐー

るに記載し、開催の２週間前迄には保護者・地域の方に発信してください。 

※会議を緊急に開催する必要が生じたときなど、やむを得ない場合は除きます。 

 

② 傍聴希望者への対応 

学校運営協議会は、幅広い地域・保護者の幅広い学校運営への参画を旨としており、「学校

運営協議会が公開すべきでないと認める場合を除き、公開する」こととなっています。 

地域の住民の方や保護者の方など、傍聴希望の申し出があった場合は、可能な限り受け入れ

るよう努めてください。 

 

※ただし、①個人（児童生徒、教職員、地域住民その他関係者）の情報の適正な管理に支障が

生じる場合や、②広く公開することで学校の円滑な運営に支障が生じるおそれがある場合など

は、その議事に限り非公開と判断して差し支えありません。 

４．学校運営協議会の開催の流れ 
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－公開と判断した場合－ 

・会場の収容可能な人数内で、傍聴希望を受け入れてください。 

・学校運営協議会の運営上、前日迄に校長に申し出のなかった場合は受け付けません。 

 

③ 委員の出席確認 

学校運営協議会自体は、委員の出席人数によらず開催できますが、議案（学校運営の基本方

針、教育委員会・校長に対する意見の申し出など）を議決する場合には、委員の半数以上の出

席が必要です。オンラインでの出席も可能ですので、各校の事情に応じて出席方法についてご

検討ください。なお、委員は特別職非常勤の地方公務員となりますので、代理出席は認められ

ません。 

 

④ 会議準備 

効率的かつ効果的な会議運営を行うため、当日に司会を担う委員や議題の中心となる委員と

事前に当日の進行や議論したい要点の共有を図ってください。 

また、学校運営の当事者でもある保護者の意見の把握に努め、適宜、学校運営協議会にて議

論を行ってください。 

 

Step３ 会議当日 

 

① 会議の運営・進行 

「学校運営協議会」は、学校を交えて協議会が主体的に協議する機関として位置づけられ

ていますので、会長や副会長が会議の進行役を務めるなど委員が主体となった熟議となるよ

う、会議の進行に留意してください。 

 

(席の例)  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

教
頭
○  

校
長
○ 

委
員
○ 

 教
職
員
○ 

会長○ 

 

副会長○ 

（司会） 

○
委
員 

 

○
委
員 

○
委
員 

 

○
委
員 

○委員 

 

○委員 
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② 公開・非公開 

傍聴する人があった場合も、議事ごとに公開・非公開を判断し、非公開の議事については、

傍聴する人に退場を促してください。 

※（公開・非公開の判断は、P14「②傍聴希望者への対応」を参照） 

 

③ 学校運営等に関する意見の申し出 

 ・学校運営に関する意見 

   学校運営協議会は、設置校の運営に関する事項について、教育委員会又は校長に対して、

意見を述べることができます。（「学校運営」には、たとえば校務の分掌に関することなど、

校長の権限に属することが含まれます。） 

  

 ※学校設備の改修・修繕など、神戸市全体で優先順位をつけて計画的に行っているものについ

ては、学校運営に関する意見申し出の対象から除外します。 

  

 ・教職員の任用に関する意見 

   学校運営協議会は、設置校の職員の採用その他の任用に関する事項（特定の個人に関する

ことを除く）について、教育委員会に対して意見を述べることができます。 

 

Step４ 会議後 

 

・学校運営協議会での協議内容や会議結果は原則として公開とします。 

・学校だよりやホームページ、すぐーるなど、様々なツールを活用し、コミュニティ・スクール

の取組を積極的に発信することにより、学校課題を踏まえた保護者や地域と一体となった活動

について、より多くの保護者、地域住民、地域団体等の関心を高め、幅広い方々の参画を目指

していきましょう。 

・地域の方に議論した内容が周知されるよう、学校がホームページに掲載する資料をもとに、地

域団体に周知していただくようお願いしてください。  
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（ホームページでの情報発信例） 

 
 

① 学校運営協議会のページを設ける。 

また、トップページからリンクさせるなど閲覧しやすいよう工夫する。 

② 学校運営協議会開催案内（傍聴）を掲示する。 

③ 学校運営協議会の議事録を掲示する。  

② 

③  

①  
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令和○年度 第１回学校運営協議会議事進行（例） 

 

１．日 時 令和○年○月○日（○）○○：○○ ～ ○○：○○ 

 

２．場 所  

 

３．内 容                   ◎司会進行：協議会委員で 

（１）会長あいさつ       ※副会長の指名 

（２）校長あいさつ       ※委員の任命と任命書渡し 

（３）委員の皆さまより自己紹介 

（４）学校からの説明 

①学校運営協議会の主な役割（校長） 

②児童生徒の実態について（生徒指導係）    ※具体的な数値の提示 

・質疑応答 

◆ご意見をいただく【学校・教育委員会への意見反映を含め】 

※傍聴希望者がいた場合，ここから入室 

  

③学校運営の基本方針（学校ビジョン）について（校長）※学校ビジョンの提示 

・質疑応答                    ※学校評価報告書の提示 

◆ご意見をいただく【学校・教育委員会への意見反映を含む】 

 ◆ご承認をいただく 

④年間行事予定について（教頭） 

・質疑応答 

◆ご意見をいただく【学校・教育委員会への意見反映を含む】 

   ⑤その他（委員の皆さまの意見交換） 

    ・質疑応答 

     ◆ご意見をいただく【学校・教育委員会への意見反映を含む】 

（５）オブザーバーより（隣接校園長） 

（６）諸連絡・その他（教頭or総務など） 

・次回の予定  ○月○日（○） ○○：○○～○○：○○ 

（７）副会長あいさつ  

 

● 議事録を残します。発言をまとめてもらうように調整をお願いします。 

● 学校への意見を述べる、教育委員会への意見を述べることも学校運営協議会の担う役割

です。ただし、個人の意見ではなく、委員皆さまによる合議体としての意見となりま

す。ご協力をお願いします。 

● 学校運営の基本方針（学校ビジョン）については、承認の協議をします。 

● 議事内容をまとめた上で、学校ホームページに掲載します。 

● 教育委員会への意見は、意見申出書に記載します。 

● 地域の住民の方や保護者の方など、案内を出して、傍聴希望があった場合は、受け入れ

を行っています。 



19 

令和○年度 第２回学校運営協議会議事進行（例） 

 

１．日 時 令和○年○月○日（○）○○：○○ ～ ○○：○○ 

 

２．場 所  

 

３．内 容                   ◎司会進行：協議会委員で 

（１）会長あいさつ   

（２）校長あいさつ   

（３）授業参観（〇○：〇○～〇○：〇○ 全学級を参観） 

（４）学校からの説明 

   【議題例】 

① 全国学力・学習状況調査結果について 

② いじめ防止の取組について 

③ 通学路安全対策、登下校の見守りについて 

④ 不登校児童生徒に対する支援について 

⑤ その他（委員の皆さまの意見交換） 

   ・質疑応答 

    ◆ご意見をいただく【学校・教育委員会への意見反映を含む】 

    ◆教育委員会への意見申出書の内容を確認しご承認をいただく 

（５）オブザーバーより（隣接校園長など） 

（６）諸連絡・その他（教頭or総務or教務） 

・次回の予定  ○月○日（○） ○○：○○～○○：○○ 

（７）副会長あいさつ  

 

 

● 議事録を残します。発言をまとめてもらうように調整をお願いします。 

● 学校への意見を述べる、教育委員会への意見を述べることも学校運営協議会の担う役割

です。ただし，個人の意見ではなく，委員皆さまによる合議体としての意見となりま

す。ご協力をお願いします。 

● 議事内容をまとめた上で、学校ホームページに掲載します。 

● 教育委員会への意見は、意見申出書に記載します。 

● 地域の住民の方や保護者の方など、案内を出して、傍聴希望があった場合は、受け入れ

を行っています。 
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令和○年度 第３回学校運営協議会議事進行（例） 

 

１．日 時 令和○年○月○日（○）○○：○○ ～ ○○：○○ 

 

２．場 所  

 

３．内 容                   ◎司会進行：協議会委員で 

（１）会長あいさつ   

（２）校長あいさつ  

（３）学校からの説明 

   ①学校評価について（教務） 

・質疑応答                ※学校評価報告書の提示 

◆ご意見をいただく（学校・教育委員会への意見反映を含め） 

◆学校の自己評価を踏まえて協議・意見反映 

（学校関係者評価としての意見聴取） 

◆教育委員会への意見申出書の内容を確認しご承認いただく 

②次年度の学校運営について（校長） 

    ・質疑応答 

     ◆ご意見をいただく（学校・教育委員会への意見反映を含め） 

     ◆教育委員会への意見申出書の内容を確認しご承認いただく 

（４）オブザーバーより（隣接校園長） 

（５）諸連絡・その他（教頭or総務or教務） 

・次回の予定  ○月○日（○） ○○：○○～○○：○○ 

・次年度の学校運営協議会委員について（会長より） 

（６）副会長あいさつ  

 

● 議事録を残します。発言をまとめてもらうように調整をお願いします。 

● 学校への意見を述べる、教育委員会への意見を述べることも学校運営協議会の担う役割

です。ただし、個人の意見ではなく、委員皆さまによる合議体としての意見となりま

す。ご協力をお願いします。 

● 議事内容をまとめた上で、学校ホームページに掲載します。 

● 教育委員会への意見は、意見申出書に記載します。 

● 地域の住民の方や保護者の方など、案内を出して、傍聴希望があった場合は、受け入れ

を行っています。  
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（１）学校、保護者、地域の連携・協力活動 

・学校、保護者、地域が信頼関係を構築したうえで、共有した目標（育てたい子供の姿、学校ビ

ジョン）の実現に向けて連携・協力活動を行います。 

・教職員の多忙化や、共働き世帯の増加、地域コミュニティの担い手不足などが課題となるな

か、効果的に連携・協力活動を実施するためには、育てたい子供像や学校ビジョンの実現に向

けた活動に重点化を図る必要があります。 

・PTA や保護者会、神戸っ子応援団、ふれあい懇話会など、これまでの取組をベースとしなが

ら、各学校の実情に応じて、徐々に活動を充実したものとしていくことが重要です。小さな一

歩（スモールステップ）から始め、学校運営協議会において、それぞれの適切な役割分担を行

い、持続可能な取組としていかなければなりません。 

 

（２）第４期神戸市教育振興基本計画との関係 

 ・第 4 期神戸市教育振興基本計画においては、基本政策に「地域とともにつくる開かれた学校」

を掲げ、保護者や地域、企業等との積極的な連携により、一体となって子供たちの学びの充実

や教育課題の解決を図ります。 

 ・中でも、コミュニティ・スクールの推進による地域との連携・協力活動の活性化は重点施策と

しており、連携・協力活動の状況は、教育振興基本計画の進捗を管理するための指標と位置付

けています。 

 

  

５．学校、保護者、地域の連携・協力活動 
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・コミュニティ・スクールの取組を効果的かつ持続的なものとするため、当該年度の取組につい

て振り返りを行い、改善すべき点やさらに必要な取組を議論し、次年度の取組につなげてくだ

さい。 

・また、毎年度の学校評価の中で、学校、保護者、地域でそれぞれ取組について評価を行い、互

いに評価結果を共有することとします。 

 

  

６．取組に対する評価 
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学校評価とは、各学校が、地域や児童生徒の実態に基づいて設定した目標をもとに実践を進め、そ

の達成度や取組の状況を明らかにして、その結果を学校の改善に活かしていく仕組みです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校評価の実施と結果の公表により、以下のこと等が期待できます。 

○学校の特色、優れた点、見直すべき点をより明確に意識することができる。 

○共通の目標に向かって取り組み、成果や課題を共有することで、組織の活性化が図られる。 

○学校に関わる人々との双方向の情報のやりとりと連携協力が図られることで、学校への理解が深

まり、信頼される学校づくりを進めることができる。 

 

学校・保護者・ 
地域の連携 

 

学校評価の実施と結果の公

表・説明により、適切に説明

責任を果たすとともに、保護

者、地域住民等から理解と参

画を得て、学校・保護者・地

域の連携協力による学校づく

りを進める 

学校運営の改善 

 

各学校が自らの教育活動その

他の学校運営についての目標

を設定し、その達成状況や取

組の適切さ等について評価す

ることによって、組織的・継

続的な改善を図る 

 

 

教育の質の向上 

 

教育委員会等が、学校評価結

果の取組状況を踏まえ、必要

に応じて、学校に対する支援

をすることにより、教育の質

を保証し、その向上を図る 

 

 

ⅰ．学校評価の目的 

 

 

７．学校評価 
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① 自己評価 

学校の全教職員が、設定した目標や具体的な取組等について、その達成状況や取組や、取組の適

切さ等について評価を行います。 

② 外部アンケート 

学校の自己評価を行う上で、目標等の設定・達成状況や取組の適切さ等について評価するため、

保護者等を対象にしたアンケートを実施します。 

③ 学校関係者評価 

学校運営協議会・学校評議員会において、自己評価や外部アンケート結果等を踏まえて評価を行

います。 

 

 

 

 
Step１ 重点的な取組等の設定と公表  

 

１ 重点的な取組等の設定 

① 各学校の現状、教育環境の変化などを踏まえ、策定してください。 

② 前年度の学校評価等の結果などを踏まえ、重点目標を記載してください。 

③ すべての教育活動を網羅的に盛り込むのではなく、重点項目に厳選して目標を設定してくだ

さい。 

④ 重点目標を達成するための具体的な取組方針を学校評価の中で明らかにしてください。 

 

２ 公表 

  より良い学校運営に向けて、保護者や地域住民の協力を得るために、分かりやすい内容とする

とともに、年度のなるべく早い段階で、ホームページ及び学校だより等において、保護者等に積極

的に共有してください。 

 

 

Step２ 外部アンケートの実施と公表  

 

１ 外部アンケートの実施 

目標の達成状況や取組の適切さについて検証するためには、保護者等への外部アンケートを実

施し、把握することが必要です。自己評価や学校関係者評価の基礎資料となります。 

 ⅱ．学校評価の実施手法 

 

 

 ⅲ．学校評価の進め方 
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 ＜アンケートの内容＞ 

保護者向けのアンケートには、下記質問事項を盛り込むようにしてください。 

・各学校で設定している「学校づくりの目標」「育てたい子供の姿」が適切かどうか 

の質問項目 

・各学校で設定している「育てたい子供の姿」の内容・重点的な取組にあげていることについて

の質問項目 

・全市的に推進すべきことについての質問項目 

・自由記述欄を設け、よりよい学校づくりのため「学校運営に関すること」「教職員の具体的な

教育活動に関すること」について、保護者の具体的な声を聴き、自己評価に活かしてください。 

 

 

Step３ 自己評価の実施  

 

① 全教職員により、組織的に自己評価を行ってください。その際、外部アンケートの結果や各種

教育活動データ等を活用します。 

② 取組状況・成果・目標の達成状況・課題についての検討を行い、評点をつけてくださ 

い。 

③ 課題の残った項目については、どのように改善を進めるか、また継続の必要な取組について

も、具体的な方策を検討してください。 

④ 学校関係者評価の基礎資料としてください。 

 

 
Step４ 学校関係者評価（外部評価）の実施  

 

自己評価結果は、学校運営協議会・学校評議員に説明し、評価を受けます。 

そのことによって、説明責任を果たすだけでなく、学校と保護者、地域住民等が学校の現状と課題

についての共通理解を深めることができ、開かれた学校づくりに向けて保護者や地域住民等の学校

運営への参画が期待できます。 

① 自己評価結果及び自己評価結果の裏付けとなる資料（外部アンケート、各種教育活動データ

等）の提示とともに教育活動その他の学校運営の状況について説明し、意見を求めてください。 

  ＜評価の観点＞ 

   ・目標や重点的な取組が達成できたかどうか 

・自己評価が適切かどうか 

・改善策が適切か 

・教育活動その他の学校運営に関する意見や要望 
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② 学校関係者評価の結果を踏まえ、自己評価及び今後の改善方策について見直しを行い、それを

今後の目標設定や取組の改善に反映し、学校評価報告書を作成してください。 

 

 

Step５ 評価結果の公表・説明及び設置者への報告  

 

１ 評価結果の公表・説明 

保護者や地域等に評価結果及びそれを踏まえた今後の改善策について公表することにより、

理解や連携協力を求めていくための手段でもあります。 

 

＜公表のポイントと留意点＞ 

・自己評価・外部アンケート・学校関係者評価（外部評価）の結果については、ホームページ及

び学校だより等で広く公表してください。 

・公表に際しては個人情報の保護等に十分配慮し、個人が特定されることのないようにしてく

ださい。 

 

２ 教育委員会事務局への報告 

・学校評価報告書及び外部アンケート結果については、教育委員会事務局へ提出してく 

ださい。 

・教育委員会事務局は、取組状況を踏まえ、必要に応じて、学校に対する支援を行います。 
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学校評価は、学校教育法及び学校教育法施行規則に規定されており、各学校は法令上、次の３項

目を実施する必要があります。 

① 教職員による自己評価を行い、結果を公表すること 

② 保護者などの学校関係者による評価（学校関係者評価）を行うとともに結果の公表に 

努めること 

③ 自己評価の結果・学校関係者評価の結果を設置者に報告すること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※上記、学校教育法及び学校教育法施行規則とも、幼稚園、中学校、義務教育学校、高等学校、中

等教育学校、特別支援学校にもそれぞれ準用 

 

 

学校教育法 

第 42 条 小学校は、文部科学大臣の定めるところにより当該小学校の教育活動その他の学

校運営の状況について評価を行い、その結果に基づき学校運営の改善を図るため必要な

措置を講ずることにより、その教育水準の向上に努めなければならない。 

第 43 条 小学校は、当該小学校に関する保護者及び地域住民その他の関係者の理解を深め

るとともに、これらの者との連携及び協力の推進に資するため、当該小学校の教育活動

その他の学校運営の状況に関する情報を積極的に提供するものとする。 

学校教育法施行規則 

第 66 条 小学校は、当該小学校の教育活動その他の学校運営の状況について、自ら評価

を行い、その結果を公表するものとする。 

２ 前項の評価を行うに当たっては、小学校は、その実情に応じ、適切な項目を設定して

行うものとする。 

第 67 条 小学校は、前条第一項の規定による評価の結果を踏まえた当該小学校の児童の

保護者その他の当該小学校の関係者（当該小学校の職員を除く。）による評価を行い、

その結果を公表するよう努めるものとする。 

第 68 条 小学校は、第六十六条第一項の規定による評価の結果及び前条の規定により評

価を行った場合はその結果を、当該小学校の設置者に報告するものとする。 

 
ⅳ．学校評価に関する法令 
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コミュニティ・スクール推進ガイドラインに基づく自己評価チェックリスト

評価方法〔積極的に実施：3、実施あり:２、検討中:１、実施なし:０〕

分類 № 評価

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

その他

学校運営協議会に管理職を除く教職員が参加するなど、教職員の声を委員が聞くと同
時に、地域の声を教職員が聞く機会を設けているか。

学校運営協議会に児童生徒が参加するなど、児童生徒の声を直接、委員が聞く機会を
設けているか。

チェックポイント

委員全員に学校の状況が伝わるよう学校の客観的なデータ（学力・学習状況調査、体
力・運動能力等調査、学校評価、いじめ件数、不登校者数、健康状況等）を用いて、
現状の説明を行っているか。

いじめや不登校の状況をはじめ、学校で課題となっている事柄について、率直に情報
共有するとともに、子供の実態の背景を踏まえて学校としてどのように取り組んでい
るのか、説明を行っているか。

学校運営に関する事項について、教育委員会又は校長に意見申出ができることを説明
しているか。また、意見申出書の提出にあたっては、学校運営協議会で議論している
か。

情報発信

学校のホームページに学校運営協議会のページを作成するなど、保護者・地域への情
報発信を行っているか。
学校運営協議会のページには、会議開催案内、協議内容（議事録）、連携・協力活動
の取組などを掲載しているか。

職員会議などを通じて教職員に対し、学校運営協議会の活動状況が共有されている
か。

委員から所属団体（自治会や婦人会など）の構成員に対し、学校運営協議会の活動状
況が共有されているか。

目標の達成状況や取組の適切さを検証するために、保護者等への外部アンケートを実
施しているか。

情報共有
・承認

協議会の
進め方 学校運営の当事者でもある保護者の意見の把握に努めているか。

また、PTAや保護者会の代表など保護者が委員に就任するなど、保護者の声について
も学校運営協議会で議論を行っているか。

効率的かつ効果的な会議運営を行うため、当日に司会進行を担う委員や議題の中心と
なる委員と事前に当日の進行や議論したい要点を共有しているか。

学校評価

学校の現状、教育環境の変化などを踏まえ、重点的な取組等を設定し、学校運営協議
会において共有しているか。また、自己評価に際して必要となる指標を共有している
か。

各種教育活動データや外部アンケート等の結果を活用し、自己評価を行い、課題の
残った項目について改善に向けて具体的な方策を検討しているか。また、自己評価結
果等を学校運営協議会において説明を行い、意見を求めているか。

保護者や地域住民の協力を得るために、重点目標を達成するための具体的な取組方針
を、年度のなるべく早い段階で、ホームページや学校だよりなどで保護者等に共有し
ているか。

学校運営の基本方針（学校ビジョン）を分かりやすくまとめ、学校運営協議会で説明
を行ってるか。また、保護者・地域の声を聞き、反映させるとともに、学校運営協議
会として承認を得ているか。

委員に就任していただくにあたり、コミュニティ・スクールの意義や役割について説
明を行い、理解を得ているか。

学校運営の基本方針（学校ビジョン）の実現に向けた活動に重点化を図り、学校・保
護者・地域の適切な役割分担のもと、必要となる活動の実施に向けて議論されている
か。連携・協力

活動の実施 登下校の見守り活動を行う等、これまで地域が取り組んできた活動についても議論
し、協力していただいてきた方々と力を合わせ、さらに効果的な取組ができないか、
検討しているか。
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